
 

 

 

４．大阪圏の商業地 

京 都 府 

 

○京都市では、8.9％上昇（4.9％上昇）。全区で上昇となり、上昇幅は大き

く拡大した。観光資源が豊富な東山区では、国内外の観光客の回復に

より市場性が高まったことによって 15.4％上昇（6.9％上昇）と上昇幅は

大きく拡大した。南区、下京区及び上京区においても、2桁の上昇率を

示している。 

○京都市より南部のエリアでは、宇治市、城陽市、長岡京市、京田辺市、

精華町が上昇、八幡市が横ばい、木津川市、井手町が下落となった。 

○京都市より北部のエリアでは、地価上昇を示している市町はなく、亀岡

市が横ばい、南丹市は依然として下落している。 

大 阪 府 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○大阪市では、人流・消費等の回復により、10.6％上昇（5.5％上昇）と上

昇幅が大きく拡大した。北区は 12.6％上昇（7.6％上昇)、中央区は

13.4％上昇（6.1％上昇）、西区は 18.3％上昇（9.1％上昇)、浪速区は

14.1％上昇（5.9％上昇)。 

 ・梅田地区に近接する福島区は 15.0％上昇（7.8％上昇）。都島区、港

区、東成区、城東区、天王寺区、阿倍野区、淀川区、東淀川区、鶴見

区、住之江区は消費の回復やマンション需要との競合によって、5％以

上の上昇が見られる。 

・インバウンド需要の影響が大きい中央区ミナミの商店街・飲食街では、

外国人観光客の回復によりコロナ前の賑わいが戻っており、空き店舗も

埋まり、投資環境が整ってきている。売上・賃料の上昇により、地価上昇

傾向が強く認められる。 

・なんば地区は、外国人を含む観光客が回復して賑わいを取り戻し、投

資環境が整っている。浪速区、西区、福島区が北区・中央区と比較した

割安感により選好されて上昇幅を拡大させている。 

○堺市では、3.5％上昇（3.8％上昇）。マンション需要と競合により地価の

上昇が継続している。 

○北大阪地域では、豊中市、吹田市、高槻市、茨木市、摂津市は上昇幅

が拡大した。北大阪急行線の新駅開業の効果もあり、箕面市は 4.2％

上昇（4.6％上昇）となった。 

○東大阪地域では、守口市、八尾市、寝屋川市、柏原市、門真市、東大

阪市、四條畷市、交野市は上昇幅が拡大した。 

兵 庫 県    

 

○神戸市では 5.4％上昇（4.2％上昇）。全 9区で上昇幅が拡大した。 

・中央区では 5.7％上昇（4.1％上昇）した。「三宮地区」は、新型コロナの

収束により外国人を含めて人流の回復が鮮明であり、加えて再開発へ

の期待感から、稀少性の高い高度商業地を中心に地価の上昇傾向が

強まっている。 

・マンション需要の強い東灘区は 6.4％上昇（5.6％上昇）、灘区は 6.1％

上昇（5.6％上昇）と地価の上昇傾向を維持している。 

・垂水区は、垂水駅周辺再開発への期待感から、6.5％上昇（6.2％上

昇）と高い上昇率を維持している。 

○阪神間（尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市）は、上昇幅が拡

大。芦屋市は再開発の期待感等から 9.9％上昇(7.3％上昇)。 

奈 良 県 

 

 

 

 

○奈良市では、4.9％上昇（4.2％上昇)。近鉄奈良駅、JR奈良駅周辺で

は、国内外観光客を中心に人流が大幅に増加し、店舗需要が高まって

いる。特に商業地中心部では、高い投資需要に対し、供給が少ないた

め、上昇幅が拡大した地点が多く見られる。 

○香芝市は 2.1％上昇（1.4％上昇）、王寺町は 1.4％上昇（1.1％上昇）、

橿原市は 1.2％上昇（1.1％上昇）と上昇幅が拡大した。生駒市は、

1.2％上昇（1.2％上昇）、大和高田市は 0.6％上昇（0.6％上昇）。大和

郡山市、葛城市、斑鳩町、広陵町では横ばい、その他市町は下落が継

続している。 

※（ ）は前年変動率 



市区町村別の状況（大阪圏・商業地） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※圏域内の白色部分は、継続地点が設置されていない市区町村である。 

令和 6年調査 

令和 5年調査  


